
世帯

世帯

％ ( ％ )

98.9 97.4 98.9 97.237 保 険 給 付 費 289 (％)

]

純 固 定 資 産 税

・計
失 業 対 策 事 業 費 - 98.9 96.6

歳 出 合 計 53,715,934 100.0 24,449,871 25,476,070 そ の 他

国 民 健 康 保 険 1,744,817 国 庫 支 出 金 188 市 町 村 民 税 99.0

1,219,014 2.3 841,185 ( 減 収 補 塡 債 ( 特 例 分 )
98.9 97.0

災 害 復 旧 事 業 費 - - - 及び臨時財政対策債除く)

後 期 高 齢 944,258 被 保 険 者 数 ( 人 ) 28,205 徴
収
率

[

介 護 1,063,591
被保険者
１人当り{

保険税(料)収入額 76 現
年

-

普 通 建 設 事 業 費 12,344,698 23.0 1,116,955 経 常 収 支 比 率 下 水 道 370,096

合 計 4,137,356 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実 質 収 支 277,456

再 差 引 収 支 -472,689

上 水 道 14,557

収 益 事 業 収 入 - -

土 地 開 発 基 金 現 在 高 381,483 381,446

う ち 人 件 費 279,571 0.5 279,571 20,507,471 公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

実 質 的 な も の -

合 計 99.0 97.3

- - 歳 入 一 般 財 源 等 97.0

う ち 補 助 11,125,684 20.7 275,770 88.4 95.5 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 16,329

う ち 単 独

3,206,927 3,749,534

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - - 歳 出 合 計 53,715,934 100.0 12,344,698 24,449,871 保 証 ・ 補 償

投 資 的 経 費 12,344,698 23.0 1,116,955 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 そ の 他

地 方 債 現 在 高 37,207,174 36,888,472

投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金 148,125 0.3 575 - - 前 年 度 繰 上 充 用 金

- 諸 支 出 金 - - - -

955,239 174,705-

債 務 負 担 行 為 額
（ 支 出 予 定 額 ）

物 件 等 購 入

- 69,105

204,017 0.9

積 立 金 3,885,389 7.2 1,144,356 -

繰 出 金 4,122,799 7.7 3,430,222 2,485,175 10.7 公 債 費 3,206,976 6.0

- - -

災 害 復 旧 費 -

2,990,2048.1 694,563 3,288,184
積 立 金
現 在 高

- 減 債 328,000 327,000

- 3,160,541 特 定 目 的 7,082,336 7,937,814

財 調 3,082,204

--

38.2

補 助 費 等 1,790,097 3.3 952,290 913,311 3.9 教 育 費 4,324,360

842,726 1.6維 持 補 修 費 312,385 0.6 286,604 279,381 1.2 消 防 費

うち一部事務組合負担金 512,705 1.0 204,066

土 木 費 8,631,547物 件 費 5,804,941 10.8 4,459,932 3,842,765 16.6 (％) 7.6 8.416.1 7,130,120 1,908,834 実 質 公 債 費 比 率

(％) - -46,756 50,048 健

全

化

判

断

比

率

実 質 赤 字 比 率

- 166,240 連 結 実 質 赤 字 比 率 (％) - -

41.324,588 840,064 将 来 負 担 比 率 (％)

( 義 務 的 経 費 計 ) 25,307,500 47.1 13,058,937 12,986,839 56.0 商 工 費

128,854 0.2

221,998 0.4

一 時 借 入 金 利 子 - - - - - 農 林 水 産 業 費

労 働 費 63,639

3.7 2.7

利 子 350,846 0.7 350,846 350,846 1.5

12.1 衛 生 費 2,396,937 4.5 312,336 1,681,326
(％) 12.4 13.20.1 - 42,995 公 債 費 負 担 比 率

0.73 0.73

内

訳

元 利 償 還 金 {
元 金 2,856,130 5.3 2,809,695 2,809,695

民 生 費 22,964,443 42.8 926,733 8,926,735 財 政 力 指 数公 債 費 3,206,976 6.0 3,160,541 3,160,541 13.6

実 質 収 支 比 率 (％)

19.7 3,209,602 4,049,610 標 準 財 政 規 模 22,094,345 21,965,844

15,701,126 16,017,021

扶 助 費 16,371,049 30.5 4,459,457 4,411,016 19.0 総 務 費 10,599,160

議 会 費 335,294 0.6 - 335,294 標 準 税 収 入 額 等

基 準 財 政 需 要 額 16,924,492 16,832,044

う ち 職 員 給 3,555,253 6.6 3,379,978 - -

人 件 費 5,729,475 10.6 5,438,939 5,415,282

平成２８年度(千円)

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 (Ａ)の 基 準 財 政 収 入 額 12,193,410 12,417,343(Ａ)のうち経常収支比率
区 分

決 算 額
( Ａ )

構 成 比
23.3

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位：千円･％ ) 区 分 平成２９年度(千円)

普通建設事業費 充 当 一 般 財 源 等

歳 入 合 計 54,803,811 100.0 21,474,924 100.0

性 質 別 歳 出 の 状 況 (単位：千円･％ )

うち減収補塡債(特例分) - - - -

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 1,719,932 3.1 - -
臨 時 財 政 対 策 債 を 含 め た
経 常 一 般 財 源 等 総 額

23,194,856

諸 収 入 257,651 0.5 117 0.0

地 方 債 3,174,832 5.8 - -

そ の 他 ○合 計 14,024,325 100.0 - 伝 染 病 ×繰 越 金 934,341 1.7 - -

- - - 老 人 福 祉

議 会 議 長

議 会 副 議 長 1 27.04.01 4,790

繰 入 金 4,690,411 8.6 - - 旧 法 に よ る 税

- - 税 務 事 務 × 小 学 校 ×

× 議 会 議 員 25 27.04.01 4,520× 中 学 校

寄 附 金 140,933 0.3 - - 法 定 外 目 的 税 -

- 事務機共同

6,750

財 産 収 入 485,443 0.9 - - 水 利 地 益 税 等 - -

退 職 手 当 ○ 火 葬 場 ○ 教 育 長 1- - 都 市 計 画 税 - - -

1 27.04.01 5,360

9,040入 湯 税 8,841 0.1 - 議員公務災害 ○

ご み 処 理 × 副 市 区 町 村 長 1 27.04.01 7,490事 業 所 税 - - - 非 常 勤 公 務 災 害 ○

特 別 職 等 定 数 適用開始年月日

国 有 提 供 交 付 金
471,887 0.9 471,887 2.2

内

訳

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

都 道 府 県 支 出 金 10,713,385 19.5

し 尿 処 理 × 市 区 町 村 長 1 27.04.01 

27.04.01 

× 常 備 消 防 ×

11,164,953 20.4 - - 法 定 目 的 税 8,841 0.1 -
一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況

96.4

手 数 料 295,278 0.5 - - 目 的 税 8,841 0.1 -

- - - ラ ス パ イ レ ス 指 数使 用 料 348,315 0.6 36,703 0.2 法 定 外 普 通 税

一 人 当 た り 平 均 給 料
（報酬）月額（百円）国 庫 支 出 金

合 計 703 2,081,292 2,961

-

分 担 金 ・ 負 担 金 632,554 1.2 - - 特 別 土 地 保 有 税 - - -

- 臨 時 職 員 - -交通安全対策特別交付金 15,403 0.0 15,403 0.1 鉱 産 税 - -

6.2

- - -

( 一 般 財 源 計 ) 21,478,425 39.2 20,950,814 97.6 市 町 村 た ば こ 税 874,365

364,522 2.6 - 財 源 超 過 × う ち 技 能 労 務 員

151,340 3,220- 教 育 公 務 員 47

う ち 消 防 職 員 98 289,060 2,980

震 災 復 興 特 別 交 付 税 - - - - 軽 自 動 車 税

う ち 純 固 定 資 産 税 6,712,672 47.9 - 指 数 表 選 定 ○

一

般

職

員

等

一 般 職 員 656 1,929,952 2,942

特 別 交 付 税 527,611 1.0 - -

固 定 資 産 税 6,788,504 48.4 - 財政健全化等 ×内

訳

普 通 交 付 税 4,673,287 8.5 4,673,287 21.8

職員数(人)
給 料 月 額
( 百 円 )

一 人 当 た り 平 均
給 料 月 額 ( 百 円 )地 方 交 付 税 5,200,898 9.5 4,673,287 21.8 法 人 税 割 890,709

327,391 2.3 - 近 畿 ×
区 分

6.4 - 中 部 ×

地 方 特 例 交 付 金 36,248 0.1 36,248

首 都 × 実 質 単 年 度 収 支 332,446 -1,236,264

1,311,0001.3 - 過 疎 × 積 立 金 取 崩 し 額 200,000

- - - 所 得 割 4,594,526 32.8 -

0.2 法 人 均 等 割

- -

自 動 車 取 得 税 交 付 金 46,048 0.1 46,048 0.2 内

訳

個 人 均 等 割 175,467

5,988,093 42.7 - 山 振 × 繰 上 償 還 金特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - - - 市 町 村 民 税

軽 油 引 取 税 交 付 金 -

292,000 509,000

240,446 -434,264

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 - - - - 法 定 普 通 税 14,015,484 99.9

14,015,484 99.9 - 低 開 発 × 単 年 度 収 支地 方 消 費 税 交 付 金 1,926,475

株式等譲渡所得割交付金 28,724 0.1 28,724 0.1

- 旧 産 炭 × 積 立 金

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源 263,861 350,771

× 実 質 収 支 824,016 583,570

3.5 1,926,475 9.0 普 通 税

1,087,877 934,341

配 当 割 交 付 金 25,881 0.0 25,881 0.1
区 分 収 入 済 額 構 成 比

収

支

状

況

歳 出 総 額 53,715,934 54,156,488

利 子 割 交 付 金 12,797 0.0 12,797 0.1 歳 入 歳 出 差 引

旧 工 特
超過課税分

旧 新 産 ×

地 方 譲 与 税 177,029 0.3 177,029 0.8
市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

地 方 税 14,024,325 25.6 14,024,325 65.3 84.8

区 分 平 成 ２ ９ 年 度 ( 千 円 ) 平 成 ２ ８ 年 度 ( 千 円 )

第 ３ 次
34,896 35,687

84.5 歳 入 総 額 54,803,811 55,090,829

２７年国調
浦添市

第 ２ 次
6,059 6,321

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
14.7

0.5 0.5 沖縄県
( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

15.0

1 - 5
人 口 密 度 5,864 人 増 減 率 0.0 ％

２２年国調
面 積 19.48 k㎡ 29. 1. 1 114,337 人

113,405 人
区分 ２７年国調

0.0 ％
第 １ 次

Ⅲ－１２ ２ 年 国 調 110,351 人

増 減 率 3.5 

う ち 日 本 人 産 業 構 造
２ ７ 年 国 調 114,232 人

区 分 住民基本台帳人口

％ 30. 1. 1 114,372

113,421 人

人

２２年国調

44,041

40,927

千円

千円

内

　
訳

都 道 府 県 名 団 体 名
市 町 村 類 型

47 2085

地 方 交 付 税 種 地
190 212

歳 入 の 状 況

決 算 状 況

人

口
平 成 ２ ９ 年 度

国　調　世　帯　数



【本決算カードについて】

本決算カードは、各年度に実施した地方財政状況調査（以下「決算統計」という。）の集計結果に基づき、普通会計歳入・歳出決算額、各種財政指標等の状況について、１枚のカードに取りまとめたものである。基本的には総務省の公表する決算カード
と同様の内容となっているが、一部については、以下のとおり相違点がある。

１ 「国調世帯数」及び「臨時財政対策債を含めた経常一般財源等総額」については、総務省の公表する内容にはなく、本カード独自のものである。
２ 「職員数」については、調査年度の4月1日時点の数値を、「給料月額（百円）」及び「一人当たり平均給料月額（百円）」については、調査年度の4月の数値を、「ラスパイレス指数」については、調査年度の速報値を記載している。総務省公表の数値

は調査年度の翌年の数値となっており、本カードの数値とは異なる。
３ 「公共事業等への操出」については、総務省公表の決算カードで記載されている区分の「工業用水道」、「交通」のかわりに、本カードでは「後期高齢」、「介護」の区分を記載している。

【留意事項】

１ 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２ 経常収支比率の（）内の数値は減収補填債（特例分）及び臨時財政対策債を除いて算出したものである。
３ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。
４ 面積については、調査年度の10月1日現在の市町村、都道府県、全国の状況をとりまとめた「都道府県市区町村別面積調」（国土地理院）による。
５ 個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合は、「給料月額（百円）」及び「一人当たり平均給料月額（百円）」を「アスタリスク（*）」としている。
６ 産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いている。


